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研究成果の概要（和文）： 本研究では，成人学習論や反省的実践家の考え方を参照しながら，自己の授業の仕
方を他者に伝えることで，自分自身の行為をふりかえり，具体的な事実に気づくことができるという点に着目し
ている。このようなことを踏まえ，自己の課題に対してPDCAを自ら回し，お互いの経験について伝え合い，検討
し合うことのできる校内研修の試行を繰り返してきた。
 その結果，協働，省察，継続が重要になってくることから，マルチスタイルメソッド（堀･加留部,2010）の考
えを取り入れた校内研修プログラムが，学校の体制等に伴う多様なニーズに最も対応が可能ではないかという結
論から，そのモデルを提案している。

研究成果の概要（英文）： This Research is referring to the theories of Adult Learner and Reflective 
Practitioner. Our research has advanced regardfully about the following ; by telling the others,  
teachers can look back upon his act and method of own lesson, and can notice the concrete fact. 
Based on such as, the authors have repeated trial of In-Service-Training Program at the schools. 
They turn PDCA to own subject by themselves, and tell each other about a mutual experience, and the 
contents examine each other.
 As a result, since collaboration, reflection, and a durations were important, the authors concluded
 that the model of the In-Service-Training program in the school which took in the idea of the 
multi-style method was effective. This model can satisfy the various needs accompanying the 
organization of a school.

研究分野：教育工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 開発した実践的指導力成長モデルにもとづく，校内研修プログラムモデルでの実践結果からは，教師個人の課
題が明確になり，継続的に取り組むことにより，学習指導に関する実践的指導力が向上していることが確かめら
れた。 一方で，学校現場では，新たな試みを開始することに対して大きな抵抗感があることも事実である。こ
れらの声に応えるには，本モデルを短時間に組み込んだ，授業参観後での付箋紙を用いた４人程度の参観記録の
交流(１５分程度)が，平等な語らいをもたらし，同僚性の輪が出来，自己の変容につながりを見せることが確認
されている。
 このようなことから，指導力向上を目指す有効な研修モデルと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年，専門家像として，これまでの技術的熟達者から反省的実践家という視点が提起され，「学
習する人」「成長・発達していく人」として教師を捉えるようになってきた。INTASC によるスタ
ンダードに“The teacher engages in ongoing professional learning”が位置付き，また中央
教育審議会答申(2012)においても，自律的に学び続ける教師集団の形成の重要性が指摘されて
きている。一方，教師の授業力の向上が児童生徒の学力の向上には必要不可欠であり，この両者
の課題を具体的実践的に解決していく場が，校内研修会である。 
村川(2010)は，「学校力」と「教師力」を高めていく方法としてワークショップ型研修の有効
性を提案し，その実践を指導しており，また，木原(2009)はカリキュラムに関する語りと探究の
コミュニティに着目し，「共同的な授業づくり」を協力校で実践している。一方，澤本(2009)は，
水面上の概念知・明示化された知，水面下の部分を明確には概念化されていない知とする教師の
実践知の氷山モデルを提案し，熟考と省察を通じて形成する「授業リフレクション研究」の手法
を提案している。研究代表者と研究分担者は，秋田，東京，沖縄，北海道等において，自律的な
省察と協働によるワークショップ研修を継続的に行う校内研修会を提案し，その効果を検証し
てきている(浦野,2009,2011・南部,2012)。 
本研究では，これまでの研究成果を活かしつつ，学び続ける教師集団を目指し，従来不十分で
あった校内における研修の継続性という視点から，校内研修会に特化することなく，自律的な校
内授業研修を確立するプログラムの開発と試行を行う。とりわけ，全校の授業における教師の変
容を捉えると共に，日々の授業の目標を達成するために，より効果的な校内研修の改善に資する
「学校組織を基盤にした授業ドック」という視点から，Researcher in Practice の発想のもと
に開発を試みる点に特徴がある。 
 
２．研究の目的 
本研究は，「教師の協働による授業力の向上が学校改善のキーである」との認識にもとづく。
子どもの学習状況の改善と学力の向上は「学習や生活の規律」にあり，それを指導できる学級，
学年，そして学校を組織する教師集団の形成が，喫緊の課題であるととらえる。この課題に応え
るために，自律的な校内授業研修の確立を目指し，研究者が学校に一体的に入り込み，人間ドッ
クのように，各校の課題を分析しつつ，協働で，教師集団が自律した実践的な研修体制を構築す
ることを目指す「授業ドック」を構想するものである。Researcher in Practice の発想のもと
に，学校内の諸問題をも視野に入れた総合的な授業改善・学校改善を行える体制作りを目指す。
すなわち，波及効果や改善の糸口につながる数日～１・２ヶ月程度を単位とした時間軸に沿った
繰り返しの「授業実践力の向上を目指す校内授業研修のモデル構築」を試みる挑戦的・実践的な
ケース研究である。 
 
３．研究の方法 
本研究では，成人学習論(ノールズ,1990)や反省的実践家(ショーン,1983)の考え方を参照し
ながら，自己の授業の仕方を他者に伝えることで，自分自身の行為を振り返り，具体的な事実に
気づくことができるという「校内の教師集団の中で学ぶこと」の有効性に着目している。このよ
うなことを踏まえ，自己の課題に対して PDCA を自ら回し，お互いの経験について伝え合い，検
討し合うことのできる校内研修の試行を繰り返してきた。その結果，協働，省察，継続が重要に
なってくることから，マルチスタイルメソッド(堀･加留部,2010)の考えを取り入れた校内研修
プログラムが，学校の体制等に伴う多様なニーズに最も対応が可能ではないかという結論に至
った。 
以後に，その校内研修プログラムのモデルを，研究成果として報告する。 
 
４．研究成果 
 本研究を通して，提案する「校内授業研修のモデル」は，教師を取り巻く授業実践力に関わる
諸環境を成長モデルで示した「学習指導に関する実践的指導力成長モデル」，それに基づく「教
師の自己変容を促す研修モデル」，さらにそれに関わる「校内研修プログラムモデル」より構成
されている。実施すべき校内研修会のねらいや形態に即して，一部を取り出したり，修正して活
用したりするなどの臨機応変に活用されることを期待している。 
(1) 学習指導に関する実践的指導力成長に関するモデル 
教師の「学習指導に関する実践的指導力の成長の概念」をモデル化したのが，図１である。こ
の図は，二つの特徴を有している。一つは，従来のように実施されていた一律のテーマに即した
研修のみならず，各自のテーマに沿って実践可能になるように配慮した点である。教師の学習指
導に関する指導については，校内で一律に指導すれば良いというセオリーではない。教師の力量，
性格，児童の実態等様々な要素が組み合わさっているため，各自の状況が環境に対応することが
重要である．従って，指導力の向上を校内全体的に伸ばすためには，各個人の課題に沿って個々
で深めていく必要がある。そのため，実状に即した指導力の指標を使い，自己課題の認識と改善
への方向性を知ることが重要になってくる。ただし，これらは固定的に捉えるものではなく，大
きな枠組みとして活用することが肝要である。 
二つ目は，研修の内容や量が個々に委ねられるという点である。これは成人学習論の視点や継
続的な研修の視点から取り入れた。これにより，業務の多忙期であっても途切れず，継続的に研



修ができると考えたからであ
る。 
 
(2) 教師の自己変容を促す研
修モデル 
 堀･加留部（2010）のマルチ
スタイルメソッドの考え方を
取り入れて，研修が学び合いの
場になるように，リフレクショ
ン，ワークショップ，セルフス
タディの３つの要素から構成
される「教師の自己変容を促す
研修」を図２のようにモデル化
した。ただし，初任者や若手の
教員においては，問題点や課題
についての自覚をセルフスタ
ディのみで解決を求めること
には無理がある。そこには校長
や研究主任等による「ファシ
リテーターによる指導助言・
情報提供・相談」等の働きかけ
が必要であることは当然であ
り，場合によってはそれに置き
換えて捉えるとこも可能なモ
デルである。 
 
(3) 校内研修プログラムモデ
ル 
 上記の２つのモデルをもと
に，その下位に位置付く毎回の
校内研修プログラムを，成人学
習論や反省的実践家の視点を
取り入れ，構造化したのが図３
のモデルである。校内研修プロ
グラム自体が自己の変容を促
すように，協働，省察，継続を
繰り返すプログラムとなって
いるところに特徴がある。 
 
 (4) 校内授業研修モデルプロ
グラムの開発 
 これらのモデルに従い，研修
をはじめるにあたってのチェ
ックシートとして機能し，かつ
評価シートにもなる「学習指導
に関する実践的指導力評価シ
ート」を開発した。千葉県・千
葉市教員等育成指標(千葉県教
育委員会,2018)に示されてい
る資質・能力のうち学習指導に
関する実践的指導力に焦点を
当て，現職教員にアンケート調
査を行い，整理分類し，ルーブ
リックとして作成したもので
ある。 
本プログラムのモデルでは，
図２及び図３における流れの
中では，①評価シートから個人
の課題を明確にする ②各自で
決めた目標の理由とアプローチの方法を教職経験年数が異なるメンバーで構成したグループ（4 
人）に語り助言をもらう ③自己の目標を再設定する ④研修後，研修で得たことや考えたこと
をリフレクションシートに記載する ⑤次回の全体研修にて実践研修後に自己評価シートに達
成度を記入し，修正した新たな目標とアプローチ方法を設定する という行動が求められる。ま

図 1 学習指導に関する実践的指導力成長モデル 

図 2 教師の自己変容を促す研修モデル 

図 3 校内研修プログラムモデル 



た，全体研修時には，ｱ)自分の目標を達成するための日々の実践の取組 ｲ)実践中の取り組みに
課題が生じたら 解決方法を探索 ｳ)学習コミュニティ(同僚との相談等)を作り，実践について
の助言や実践成果の共有化 ｴ)定期的にリフレクションシート等での実践の振り返り 等の努
力も求められる。 
 
(5) 本モデルの導入の効果と，導入実施が困難な場合の取り組み 
上記モデルでの実践結果からは，教師個人の課題が明確になり，その課題の改善に継続的に取
り組むことにより，学習指導に関する実践的指導力が向上していることが確かめられている。ま
た，現段階で各教員が課題を明確にし，持続的に授業改善に取り組むことで，短期間であっても
指導力が向上する可能性はあることも示唆されている。 
一方で，学校現場では，新たな試みを開始することに対して大きな抵抗感があることも事実で
ある。矢継ぎ早に出される新たな施策の研修に追われ，校長からのトップダウンによる授業研究
どころではないという声もある。これらの声に応えるには，各校において年間計画に学期に一回
程度ある現在の校内授業研究会を，活性化させることを糸口にすることが涵養である。 
図１における４本の柱，図２における気付きから自己の変容へ，図３の同僚性等々を短時間に
組み込んだ，授業参観後の検討会での付箋紙を用いた４人程度の参観記録の交流(15 分程度)の
実践が，平等な語らいをもたらし，同僚性の輪が広がり，自己の変容につながりを見せることが

図 4 学習指導に関する実践的指導力評価シート 



確認されている。さらに，小学校においては，クラス経営に関する事項を協議題に含めることも
効果的であることが指摘されている。 
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